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追加型投信/内外/株式 [設定日：2007年5月31日]

主に世界の勝ち組企業の株式に投資します

特定の銘柄、国や通貨に集中せず、分散投資します

3ヵ月に1回決算を行い、収益分配方針に基づき分配を行います 

（分配対象額が少額の場合には、分配を行わないこともあります。）

ファンドの現況 基準価額変動の内訳

基準価額

純資産総額

うち

ファンドの騰落率

設定来の推移
分配金実績（1万口あたり、税引前）

資産別構成比

巻末の「当資料をご利用にあたっての注意事項等」を必ずお読みください。

--

100.0%

株式

コール・ローン等、その他

合計

※基準価額は、各決算期末値（分配金落ち後）です。あくまでも過去の実績で
あり、将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。また、
分配対象額が少額の場合には、分配を行わないこともあります。

資産名

1.5%

各項目の注意点 [ファンドの現況][設定来の推移]基準価額は信託報酬等控除後です。信託報酬率は「手続・手数料等」の「ファンドの費用」をご覧ください。純資産
総額およびその前月末比は、1億円未満を切り捨てて表示しています。基準価額（分配金再投資後）は、購入時手数料等を考慮せず、税引前分配金を再投資した場
合の評価額を表します。 [ファンドの騰落率]各月最終営業日ベース。ファンドの騰落率は、税引前分配金を再投資して計算しています。 [基準価額変動の内訳]月
次ベースおよび設定来の基準価額の変動要因です。基準価額は各月末値です。設定来の基準価額は基準日現在です。各項目(概算値)ごとに円未満は四捨五入し
ており、合計が一致しない場合があります。その他には信託報酬等を含みます。　[資産別構成比]マザ－ファンドの資産別構成比。

◆株式への投資と同様な効果を有する証券がある場合、株式に含めています。構成比は四捨五入して表示しているため、それを用いて計算すると誤差が生じる場
　 合があります。
◆当資料における実績は、税金控除前であり、実際の投資者利回りとは異なります。また、将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。

構成比

50円

98.5%

基準価額

50円

+15,259円+209円
+1,023円

50円
23,308円 24,140円

+4,695円-725円

24年07月10日

-620円

-36円

25,277円

24年10月10日

分配金実績

その他

設定来累計

3,295円

-3,295円--  
-3,354円

設定来

-33円
--  

-610円株式

分配金 -50円

+1,196円

基準価額 24,671円
変動額

24,180円
+1,199円

-31円

月次レポート 2025年2月28日現在

「投資リスク」の項目も必ずお読みください。

-1,366円 +13,305円

25年01月 25年02月
23,305円

+491円

24年12月

ピクテ・メジャー・プレイヤーズ・ファンド（3ヵ月決算型)

Info － ファンドの基本情報

前月末比

3

※ファミリーファンド方式で運用を行います。
※実質組入外貨建資産は、原則として為替ヘッジを行いません。ただし、為替ヘッジが必要と判断した場合は為替ヘッジを行うことがあります。
※資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。

設定来

23,305円

決算期

為替

25年01月10日

1

201.43%
3年3ヵ月 6ヵ月

3.84% 5.49% 47.35%

-1,366円
25年01月末

24,671円
58億円

25年02月末

23,305円
54億円

-5.54% 1.62%
1ヵ月 1年

2

-3億円
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基準価額（分配金再投資後）（左軸）

基準価額（左軸）

円 億円

純資産総額(右軸)

※R&Iファンド大賞の概要等は最終ページをご参照ください。
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地域別構成比 2月の株式市場

合計

国別構成比

今後のポイント

合計

通貨別構成比

合計

業種別構成比

合計

巻末の「当資料をご利用にあたっての注意事項等」を必ずお読みください。

資本財・サービス 15.2%3
2
1 情報技術 26.8%

業種名 構成比

ヘルスケア

一般消費財・サービス 13.9%

100.0%

5

19.0%

4

その他の業種 16.9%
コール・ローン等、その他

◆ファンドの主要投資対象であるピクテ・メジャー・プレイヤーズ・マザーファンドの状況です。
◆株式への投資と同様な効果を有する証券がある場合、株式に含めています。構成比は四捨五入して表示しているため、それを用いて計算すると誤差が生じる場
　 合があります。業種はGICS（世界産業分類基準）のセクターを基にピクテ・ジャパン株式会社で作成し、分類・表示しています。
◆株式には米ドルなどの他国通貨で発行されているものがあり、それらに投資を行うことがあります。このため、株式の国別構成比と通貨別構成比は異なることが
　 あります。
◆コメントの内容は、市場動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものでも、その推奨を目的としたものでもありません。

米ドル

2.9%
2.4%

5.6%
ユーロ

コール・ローン等、その他

4.6%その他の通貨

100.0%

金融 6.7%

組入国数

その他の国

9.0%
6.3%

1.5%
13.2%

5.6%
4.6%

ドイツ

スイス

コール・ローン等、その他

MSCI世界株価指数（現地通貨ベース）は月間で下落しました。
地域名 構成比

3.9%

英国

59.7%

--

100.0%
コール・ローン等、その他 1.5%

62.0%
欧州 32.6%

Portfolio － ポートフォリオの状況

10ヵ国

国名

フランス

構成比

1

4 -- --
5 --

北米

3 新興国

2

1
2
3

5
4

1.5%

3
4
5

スイスフラン

デンマーククローネ

英ポンド

通貨名 構成比

米国

100.0%

1.5%

1
2 19.9%

63.0%

組入通貨数 7通貨

世界の株式市場は、月初、米国の関税政策を巡る懸念などから下落しました
が、メキシコとカナダへの関税発動の延期が発表されると反発しました。その
後、中旬にかけても米トランプ大統領が相互関税賦課の即時発動を見送った
ことや、ロシアとウクライナの停戦協議への期待、欧米企業の堅調な業績発
表などを背景に株式市場は上昇基調で推移しました。しかし、下旬には、2月
の消費者信頼感指数など米国の景気指数が悪化し、景気の先行き懸念が高
まったことなどを背景に、株式市場は下落し、月間でも下落となりました。
業種別では、不動産、生活必需品、公益事業などが上昇した一方、一般消費
財・サービス、コミュニケーション・サービス、情報技術などが下落しました。

こうした市場の流れの中で、当ファンドの投資先銘柄の多くも低調な株価推移
となりました。主な銘柄の中では、サーモフィッシャーサイエンティフィック（米
国、医薬品・バイオテクノロジー）やアマゾン・ドット・コム（米国、一般消費財・
サービス流通/小売り）などが相対的に低調となりました。一方、イーライリ
リー・アンド・カンパニー（米国、医薬品・バイオテクノロジー）については、2月
半ばに発表した決算の内容が好感されたことなどから堅調となりました。

世界的に製造業が回復しつつあることや、企業業績の伸びが米国の大手ハ
イテク銘柄以外にも広がりをみせていることなどから、投資家の関心が様々
な国・地域や業種へと広がることで、株式市場全体が下支えされるものと考え
ています。

世界の景気動向については、米国以外の国・地域の先行きがやや明るくなっ
てきているように思われます。ユーロ圏経済については、消費者信頼感指数
や製造業購買担当者景気指数（PMI）が回復基調を示すなど、欧州中央銀行
（ECB）による利下げ効果が顕在化し始めています。中国経済については、信
用供与の伸びが確認されており、不動産セクターには安定化の兆しがみられ
ています。中国政府は、米国による追加関税の全容が明らかになった後、消
費の拡大と銀行の資本増強を図った追加の景気刺激策を講じる可能性があ
るとみています。一方、米国経済については、今後数ヵ月のうちにも、追加関
税などトランプ政権の政策による負の影響を受け始めると思われます。こうし
た中、消費者はすでに支出を控え始めているようにみられます。景気の減速
が米連邦準備制度理事会（FRB）の利下げを促す可能性がある一方で、追加
関税が物価上昇圧力を強める要因となることが見込まれるため、インフレのリ
スクが懸念されます。

流動性については、主要中央銀行による利下げが継続しており、引き続き、
株式市場を下支えする要因になると考えています。一方、株式のバリュエー
ション（投資価値評価）については、米国を中心に過去と比較して割高感が意
識される水準にあります。

こうした市場環境下、我々は、予見可能性が高く持続的に成長が期待できる
銘柄が、市場に対するプレミアムを維持できるとみており、こうした銘柄に注
目していきたいと考えています。

引き続き、当ファンドが投資を行うグローバル優良企業は「資金力」、「開発
力」、「価格競争力」、「ブランド力」、「マーケティング力」の点で高い競争優位
性を持つと考えられ、中長期的にみれば他の企業群を上回る利益成長が期
待できると考えます。このようなグローバル優良企業の選定にあたっては、徹
底的な企業調査とバリュエーション分析等を重視したボトムアップ・アプローチ
による運用を引き続き行う方針です。

(※将来の市場環境の変動等により、上記の内容が変更される場合があり
ます｡)
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組入上位10銘柄 組入銘柄数

巻末の「当資料をご利用にあたっての注意事項等」を必ずお読みください。

2.6%

半導体・半導体製
造装置

米国

9

医薬品・バイオテク
ノロジー

2.5%

資本財

デンマークノボ・ノルディスク

エルメス・インターナ
ショナル

フランス
耐久消費財・アパ
レル

エルメスブランドで、高級ハンドバッグ、アクセサリー、
衣料品のデザイン、製造、販売を手がける。

8

シーメンス

3.0%

3.0%

パソコン用OSシステムにおいて高いマーケットシェアを
誇るソフトウェアメーカー。クラウド・サービスやゲーム
なども手がける。

10

6

法律事務所、学校、病院・研究所向けの専門的な管理
ソフトウェアやテクノロジー対応製品の設計・開発を手
掛ける企業。

ドイツの主要総合公益企業。ドイツ、英国、中東欧を中
心に発電、電力取引に従事。再生可能エネルギーにも
注力。世界各地とのエネルギー取引事業にも従事。

米国のオンライン小売大手。クラウド・サービスやデジ
タル・ストリーミング・サービス、電子書籍なども展開す
る。

ドイツの大手エンジニアリング・エレクトロニクス企業。
情報通信、電力、交通、医療、生産設備、家電などの
幅広い分野を190ヵ国以上で手がける。

エヌビディア
ゲームやAI、仮想通貨のマイニングなどで使用される
GPU（グラフィックプロセッシングユニット）と関連ソフト
ウェアの設計・開発・販売を行う。

デンマークの製薬会社。糖尿病治療薬や肥満症治療
薬の分野において世界をリード。

3.2%

5 ローパー・テクノロ
ジーズ

2.7%

イーライリリー・アン
ド・カンパニー

米国
医薬品・バイオテク
ノロジー

世界各国で事業展開する製薬会社。医薬品の開発、
製造、販売を行う。

ドイツ

2.6%

7

2.9%

4

3

米国
一般消費財・サー
ビス流通/小売り

公益事業

米国
ソフトウェア・サー
ビス

RWE ドイツ

アマゾン・ドット・コム

Portfolio － ポートフォリオの状況

マイクロソフト

業種名

2

47銘柄

構成比

米国
医薬品・バイオテク
ノロジー

サーモフィッシャーサ
イエンティフィック

国名

3.4%

3.4%

分析・検査機器、ソフトウェア、試薬などを手がけるメー
カー。医薬品メーカー、病院や臨床検査機関、研究機
関、政府機関等に供給。また、環境や食品分野にも検
査ソリューションを提供。

米国
ソフトウェア・サー
ビス

銘柄解説銘柄名

1

◆ファンドの主要投資対象であるピクテ・メジャー・プレイヤーズ・マザーファンドの状況です。
◆株式への投資と同様な効果を有する証券がある場合、株式に含めています。業種はGICS（世界産業分類基準）の産業グループを基にピクテ・ジャパン株式会社で
   作成し、分類・表示しています。
◆表で示した組入銘柄は、特定の銘柄の勧誘や売買の推奨等を目的としたものではなく、その価格動向を示唆するものでもありません。
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基準価額変動の内訳（期間別）

  ●設定来の基準価額変動における株式要因は、 となっております。  

となっております。  

内訳

設定来

※期間は2015年から10年間は各前年末から当年末の1年間。2025年は年初から基準日まで。

※為替レート：対顧客電信売買相場の仲値（データ出所：一般社団法人投資信託協会）

ファンドの株式、為替要因別運用実績（設定来）

基準価額の株式要因推移(設定来） 基準価額の為替要因推移（設定来）
（期間：2007年5月31日（設定日）～2025年2月28日) （期間：2007年5月31日（設定日）～2025年2月28日)

巻末の「当資料をご利用にあたっての注意事項等」を必ずお読みください。

Performance － 運用実績

期間 基準価額
変動額 分配金 為替レート

（A） （B） 株式 為替 その他 ドル・円 ユーロ・円（A）+（B）
投資損益

基 準 価 額 の プ ラ ス 要 因

  ●設定来の基準価額変動における為替要因は、基 準 価 額 の プ ラ ス 要 因

+290円 2,314円 +2,108円 +1,069円 -863円 120.55円 146.54円

2007年5月末
（設定日）

10,000円  　-- 　　-- 　　-- 　　-- 　　-- 　　-- 121.69円 163.43円

2007年5月末～

2014年12月末
12,024円 2,024円

2015年12月末 11,518円 -506円 +710円 +662円 -266円 -192円 120.61円 131.77円+204円
2016年12月末 10,923円 -595円 +0円 +161円 -591円 -165円 116.49円 122.70円-595円
2017年12月末 12,372円 +1,449円 +595円 +2,087円 +146円 -188円 113.00円 134.94円+2,044円
2018年12月末 10,699円 -1,673円 +450円 -603円 -422円 -198円 111.00円 127.00円-1,223円
2019年12月末 13,559円 +2,860円 +200円 +3,395円 -127円 -207円 109.56円 122.54円+3,060円
2020年12月末 13,984円 +425円 +200円 +1,271円 -429円 -217円 103.50円 126.95円+625円
2021年12月末 17,867円 +3,883円 +200円 +3,077円 +1,282円 -277円 115.02円 130.51円+4,083円
2022年12月末 16,244円 -1,623円 +200円 -3,101円 +1,969円 -290円 132.70円 141.47円-1,423円

+4,126円 +200円 +2,715円 +1,991円 -380円 158.18円 164.92円+4,326円
2023年12月末 20,054円 +3,810円 +200円 +2,900円 +1,419円 -310円 141.83円 157.12円+4,010円

各項目の注意点　[基準価額変動の内訳（期間別）][ファンドの株式、為替要因別運用実績（設定来）] 年次ベースおよび設定来の基準価額の変動要因です。基準価
額は各年末値または月末値です。設定来の基準価額は基準日現在です。各項目(概算値)ごとに円未満は四捨五入しており、合計が一致しない場合があります。そ
の他には信託報酬等を含みます。ファンドの株式、為替要因別運用実績（設定来）は、ファンドの当初基準価額10,000円に株式、為替要因をそれぞれ加算してグラフ
化したものです。

◆コメントの内容は、市場動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものでも、その推奨を目的としたものでもありません。
◆当資料における実績は、税金控除前であり、実際の投資者利回りとは異なります。また、将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。

-- --
2025年2月末 23,305円 -875円 +50円 +586円 -1,344円 -67円 149.67円 155.60円-825円

+16,600円23,305円 +13,305円 +3,295円 +15,259円 +4,695円 -3,354円

2024年12月末 24,180円

 4,000
 7,000

 10,000
 13,000
 16,000
 19,000
 22,000
 25,000
 28,000

07年05月 10年05月 13年05月 16年05月 19年05月 22年05月

円

 4,000
 7,000

 10,000
 13,000
 16,000
 19,000
 22,000
 25,000
 28,000

07年05月 10年05月 13年05月 16年05月 19年05月 22年05月

円
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投資リスク 

[基準価額の変動要因] 

●ファンドは、実質的に株式等に投資しますので、ファンドの基準価額は、実質的に組入れている株式の価格変動等（外国証

券には為替変動リスクもあります。）により変動し、下落する場合があります。 

●したがって、投資者の皆様の投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割

り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。また、投資信託は預貯金と異なり

ます。 

株式投資リスク 

（価格変動リスク、 

信用リスク） 

●ファンドは、実質的に株式に投資しますので、ファンドの基準価額は、実質的に組入れている株式の価

格変動の影響を受けます。 

●株式の価格は、政治経済情勢、発行企業の業績・信用状況、市場の需給等を反映して変動し、短期的

または長期的に大きく下落することがあります。 

為替変動リスク 
●ファンドは、実質的に外貨建資産に投資するため、対円との為替変動リスクがあります。 

●円高局面は基準価額の下落要因、円安局面は基準価額の上昇要因となります。 

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。 

[その他の留意点] 

●ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。 

●ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境

が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量

が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが

中止となる可能性、換金代金の支払いが遅延する可能性があります。 

 

ファンドの特色 <詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）でご確認ください> 

●主に世界の勝ち組企業の株式に投資します 

●特定の銘柄、国や通貨に集中せず、分散投資します 

●3ヵ月に1回決算を行い、収益分配方針に基づき分配を行います 

●毎年1月、4月、7月、10月の各10日（休業日の場合は翌営業日)に決算を行い、原則として以下の方針に基づき分配を行います。 

－分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利子・配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。 

－収益分配金額は、基準価額の水準および市況動向等を勘案して委託会社が決定します。ただし、分配対象額が少額の場合には、分配を行わないこともあ

ります。 

原則として決算時の基準価額が1万円を超えている場合は、1万円を超える部分の額の範囲内で分配金額を決定します(1万円を超える部分の額が少額の

場合には、分配を行わないこともあります)。また、原則として決算時の基準価額が1万円未満の場合は、分配を行いません。 

－留保益の運用については、特に制限を設けず、委託会社の判断に基づき、元本部分と同一の運用を行います。 

※将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありません。 
 

[収益分配金に関する留意事項] 

 

●分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。 

●分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合があります。その場合、当期決算日の

基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。 

●投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況

により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。 

 

 

※ファミリーファンド方式で運用を行います。 

※実質組入外貨建資産は、原則として為替ヘッジを行いません。ただし、為替ヘッジが必要と判断した場合は為替ヘッジを行うことがあります。 

※資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。 
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手続・手数料等 

[お申込みメモ] 

購入単位 販売会社が定める1円または1口（当初元本1口=1円）の整数倍の単位とします。 

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額とします。（ファンドの基準価額は1万口当たりで表示しています。） 

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。 

換金代金 原則として換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いします。 

購入・換金の 

申込不可日 
ロンドン証券取引所の休業日においては、購入・換金のお申込みはできません。 

換金制限 信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口換金には制限を設ける場合があります。 

信託期間 2007年5月31日（当初設定日）から無期限とします。 

繰上償還 受益権の口数が10億口を下回ることとなった場合等には信託が終了（繰上償還）となる場合があります。 

決算日 毎年1月、4月、7月、10月の各10日（休業日の場合は翌営業日）とします。 

収益分配 
年4回の決算時に、収益分配方針に基づき分配を行います。 
※ファンドには収益分配金を受取る「一般コース」と収益分配金が税引後無手数料で再投資される「自動けいぞく投資コース」があります。ただし、販売会社によって

は、どちらか一方のみのお取扱いとなる場合があります。 

 

[ファンドの費用] 

投資者が直接的に負担する費用 

 購入時手数料 
3.3%（税抜3.0%）の手数料率を上限として、販売会社が独自に定める率を購入価額に乗じて得た額とします。 
（詳しくは、販売会社にてご確認ください。） 

 信託財産留保額 ありません。 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

 
運用管理費用 

（信託報酬） 

毎日、信託財産の純資産総額に年1.65%（税抜1.5%）の率を乗じて得た額とします。 

運用管理費用（信託報酬）は毎日計上（ファンドの基準価額に反映）され、毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から支払われます。 

［運用管理費用（信託報酬）の配分（税抜）］ 

委託会社 販売会社 受託会社 

年率0.7% 年率0.7% 年率0.1% 

なお、委託会社の運用管理費用（信託報酬）には、マザーファンドの運用指図に関する権限の委託に係る投資顧問会社への報酬が含まれています。 

 
その他の費用・ 

手数料 

毎日計上される監査費用を含む信託事務に要する諸費用（信託財産の純資産総額の年率0.055%（税抜0.05%）相当を上限とした額）ならびに

組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料等および外国における資産の保管等に要する費用等（これらの費用等は運用状況等に

より変動するため、事前に料率、上限額等を示すことができません。）は、そのつど信託財産から支払われます。 

※当該費用の合計額については、投資者の皆様がファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。 

 

[税金] 

●税金は表に記載の時期に適用されます。 

●以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。 

時期 項目 税金 

分配時 
所得税 

および地方税 

配当所得として課税 

普通分配金に対して20.315% 

換金（解約）時 

および償還時 

所得税 

および地方税 

譲渡所得として課税 

換金（解約）時および償還時の差益（譲渡益）に対して20.315% 

※少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」をご利用の場合 

少額投資非課税制度「NISA」は、少額上場株式等に関する非課税制度であり、一定の額を上限として、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所

得および譲渡所得が無期限で非課税となります。 

ご利用になれるのは、販売会社で非課税口座を開設し、税法上の要件を満たした商品を購入するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、販売会社にお問い合わせ

ください。 

※外貨建資産への投資により外国税額控除の適用となった場合には、分配時の税金が上記と異なる場合があります。 

※上記は、当資料発行日現在のものですので、税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。 

※法人の場合は上記とは異なります。 

※税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。 
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委託会社、その他の関係法人の概要 

委託会社 ピクテ・ジャパン株式会社（ファンドの運用の指図を行う者） 

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第380号 

【ホームページ・携帯サイト（基準価額）】 

https://www.pictet.co.jp 

 加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、日本証券業協会 

受託会社 三井住友信託銀行株式会社（ファンドの財産の保管および管理を行う者） 

<再信託受託会社：株式会社日本カストディ銀行> 

投資顧問会社 ピクテ・アセット・マネジメント・リミテッド、ピクテ・アセット・マネジメント・エス・エイ（マザーファンドの外国株式等の運用指図を行う者） 

販売会社 下記の販売会社一覧をご覧ください。（募集の取扱い、販売、一部解約の実行の請求受付ならびに収益分配金、償還金および一部解約代金の支

払いを行う者） 

 

販売会社一覧 

投資信託説明書（交付目論見書）等のご請求・お申込先 

商号等 

加入協会 

日本証券業 

協会 

一般社団法人 

日本投資 

顧問業協会 

一般社団法人 

金融先物 

取引業協会 

一般社団法人 

第二種金融商品 

取引業協会 

いちよし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第24号 ○ ○   

株式会社ＳＢＩ証券 （注1） 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○  ○ ○ 

ＯＫＢ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第191号 ○    

七十七証券株式会社 （注2） 金融商品取引業者 東北財務局長(金商)第37号 ○    

第四北越証券株式会社 （注3） 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第128号 ○    

東海東京証券株式会社 （注4） 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第140号 ○ ○ ○ ○ 

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○ 

株式会社ＳＢＩ新生銀行 

(委託金融商品取引業者 株式会社ＳＢＩ証券) 
登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○  ○  

株式会社大垣共立銀行 登録金融機関 東海財務局長(登金)第3号 ○  ○  

株式会社北日本銀行 （注5） 登録金融機関 東北財務局長(登金)第14号 ○    

株式会社七十七銀行 （注6） 登録金融機関 東北財務局長(登金)第5号 ○  ○  

三井住友信託銀行株式会社 （注7） 登録金融機関 関東財務局長(登金)第649号 ○ ○ ○  
 

（注1） 株式会社ＳＢＩ証券は、上記の他に一般社団法人日本ＳＴＯ協会・日本商品先物取引協会にも加入しております。 

（注2） 七十七証券株式会社では、新規販売は行っておらず解約のみ受付けております。 

（注3） 第四北越証券株式会社では、新規買付のお申込みは取扱いません。 

（注4） 東海東京証券株式会社は、上記の他に一般社団法人日本ＳＴＯ協会にも加入しております。 

（注5） 株式会社北日本銀行では、新規買付のお申込みは取扱いません。 

（注6）株式会社七十七銀行では、新規購入のお申込み受付を停止しております。 

（注7） 三井住友信託銀行株式会社では、2012年4月1日以降、新規の買付を停止しており、換金のみの受付となります。（ただし、けいぞく（再投資）コースの分配金再投資は引き続き行われ

ます。） 

 

 

 

 

Ｒ＆Ｉファンド大賞について 
「Ｒ＆Ｉファンド大賞」は、Ｒ&Ｉが信頼し得ると判断した過去のデータに基づく参考情報（ただし、その正確性及び完全性につきＲ＆Ｉが

保証するものではありません）の提供を目的としており、特定商品の購入、売却、保有を推奨、又は将来のパフォーマンスを保証す

るものではありません。当大賞は、信用格付業ではなく、金融商品取引業等に関する内閣府令第２９９条第１項第２８号に規定され

るその他業務（信用格付業以外の業務であり、かつ、関連業務以外の業務）です。当該業務に関しては、信用格付行為に不当な影

響を及ぼさないための措置が法令上要請されています。当大賞に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利はＲ＆Ｉに帰属

しており、無断複製・転載等を禁じます。（2022年3月末における定量評価に基づき表彰しています。） 
 

当資料で使用したＭＳＣＩ指数は、ＭＳＣＩが開発した指数です。同指数に対する著作権、知的所有権その他一切の権利はＭＳＣＩ

に帰属します。またＭＳＣＩは、同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。 
 

当資料をご利用にあたっての注意事項等 

●当資料はピクテ・ジャパン株式会社が作成した販売用資料であり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。取得の申込みにあたっ

ては、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）等の内容を必ずご確認の上、ご自身でご判断ください。●投資信託は、

値動きのある有価証券等（外貨建資産に投資する場合は、為替変動リスクもあります）に投資いたしますので、基準価額は変動します。したがっ

て、投資者の皆様の投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。●運用

による損益は、すべて投資者の皆様に帰属します。●当資料に記載された過去の実績は、将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものでは

ありません。●当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成されていますが、その正確性、完全性、使用目的への適合性を保証するもの

ではありません。●当資料中に示された情報等は、作成日現在のものであり、事前の連絡なしに変更されることがあります。●投資信託は預金

等ではなく元本および利回りの保証はありません。●投資信託は、預金や保険契約と異なり、預金保険機構・保険契約者保護機構の保護の対

象ではありません。●登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。●当資料に掲載されているいか

なる情報も、法務、会計、税務、経営、投資その他に係る助言を構成するものではありません。 
 


